
今回の日合商解説（vol.109）では、2024年11月22日に閣議決定された、
令和6年度住宅局関係補正予算について解説します。今回は、「子育てグ
リーン住宅支援事業」、「建築GX・DX推進事業」に焦点を当てて解説し
ます。
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① 補正予算の背景
まずは、令和6年度の国土交通省補正予算における住宅業界関連の施策
の背景について見ていきましょう。
1. 2050年カーボンニュートラルの実現

政府は2050年までにカーボンニュートラルを達成する目標を掲げて
おり、その実現に向けて住宅・建築物分野の脱炭素化が重要視され
ています。特に、住宅の省エネ化を促進するため、「子育てグリー
ン住宅支援事業」では、省エネ性能の高い住宅の新築や既存住宅の
省エネ改修等への支援が行われます。

2. エネルギー価格の高騰と子育て世帯への支援
エネルギー価格の高騰により、特に子育て世帯などが経済的な影響
を受けやすくなっています。「子育てグリーン住宅支援事業」は、
こうした世帯に対して、省エネ性能の高い住宅の導入を支援し、エ
ネルギーコストの負担軽減を図ることも目的としています。

3. 建築分野におけるGXとDXの推進
建築分野では、ライフサイクル全体でのCO2排出削減（GX）と、
生産性向上のためのデジタル技術の活用（DX）が求められていま
す。建築物のライフサイクル全体でのCO2排出削減を推進するとと
もに、BIMの普及拡大による生産性向上を支援し、これらの取り組
みを加速させることを目的としています。

これらの背景を踏まえ、政府は住宅の省エネ化や業界のデジタル化を促
進するための支援策を強化しています。

https://au-shimizu.co.jp/


② 子育てグリーン住宅支援事業

令和6年度の国土交通省住宅局の補正予算において、「子育てグリーン住
宅支援事業」が新たに創設されました。
この事業は、2050年カーボンニュートラルの実現を目指し、エネルギー
価格の高騰などの影響を受けやすい子育て世帯に対して、高い省エネ性
能を持つ新築住宅の取得や、既存住宅の省エネ改修等を支援するもので
す。具体的には、新築住宅において「ZEH水準を大きく上回る省エネ住
宅」の導入を促進し、2030年度までに新築住宅のZEH基準の省エネル
ギー性能確保の義務化に向けた支援を行います。
また、既存住宅についても、省エネ改修等への支援を行い、住宅全体の
省エネ化を推進します。この補正予算の成立により、省エネ性能の高い
住宅やリフォームに対する需要の増加が予想されるため、今からでも以
下のような対策を検討することが重要になってきます。
① 情報提供の強化

「子育てグリーン住宅支援事業」の内容や補助金の申請手続きに関
する最新情報を収集し、顧客に適切に伝える体制を整えることで、
顧客の信頼を得るとともに、販売促進につなげることができます。

② 省エネ商品・サービスの充実
高い省エネ性能を持つ住宅設備やリフォームパッケージの取り扱い
を拡充し、顧客の多様なニーズに応える商品ラインナップを構築す
ることが求められます。

出典：国土交通省「子育てグリーン住宅支援事業について」より抜粋

特に重視しておきたいのがスタッフの教育・研修の部分になります。知識
をインプットするだけでは十分な効果を得ることが出来ないので、アウト
プットの精度を高める為のファシリテーション能力を向上させる為の研修
が必要になっています。商品知識・補助金制度の知識だけでなく、多角的
な情報を包括し、さらにわかりやすく要約して伝えられるようになるには
これまでの研修ではなく、まったく新しい発想のもとで教育カリキュラム
を構築していく必要がありそうです。

ポイント

③ スタッフの教育・研修
省エネ住宅や補助金
制度に関する知識を
深めるための教育・
研修も非常に重要に
なってきます。専門
的なアドバイスがで
きる人材を育成する
ことで、顧客満足度
向上が期待できます。

https://au-shimizu.co.jp/


③ 建築GX・DX推進事業

「建築GX・DX推進事業」の補正予算により、住宅業界のデジタル化と環
境対応が一層加速することが予想されます。
BIMの活用が進むことで、設計・施工・維持管理の各プロセスがデジタル
化され、業務の効率化が期待されます。大手企業だけでなく、中小の工務
店や設計事務所にもBIM導入の流れが広がり、業界全体の生産性向上につ
ながるでしょう。
また、ライフサイクル全体でのCO₂排出量を評価するLCA（ライフサイク
ルアセスメント）の導入が進むことで、省エネ・省CO₂性能の高い建材や
住宅設備の需要が増加します。流通事業者にとっても、環境配慮型の製品
ラインナップを拡充し、適切な提案ができる体制を整えることが重要にな
ります。
今後、住宅性能評価の基準に環境負荷の要素が加わる可能性もあり、対応
の遅れは競争力の低下につながるかもしれません。さらに、補助金制度を
活用したGX・DX対応が活発化し、補助金申請を前提とした住宅設計や提
案が一般化する可能性があります。

出典：国土交通省「建築GX・DX推進事業について」より抜粋

住宅性能の向上は業界全体で目指すところであり、取引先工務店に向けて
も促していかなければならないポイントです。
流通店・販売店としてはそれだけでなく、GXとDXの推進に尽力しなけれ
ばならないタイミングであることを念頭においておきましょう。
とくにBIMの普及拡大については、取引先工務店だけでなく、設計事務所
や中大規模建築物の案件においては早めの取組が必要となりそうです。

こうした動きの中で、GX・DX
対応の進捗によって企業間の差
が顕在化し、市場の競争環境も
変化していきます。大手企業は
BIMやLCAを活用し、設計・施
工・営業の効率化を進め、コス
ト競争力を高めると予想されま
す。一方で、中小の工務店や流
通店も、デジタルツールの導入
や環境性能の高い住宅の提案力

を強化しなければ、競争力の維持が難しくなるでしょう。BIMの活用には
専門知識が必要であり、業界全体での人材育成が急務となり、デジタル技
術に対応できる設計者や施工管理者の育成が求められます。
今回の補正予算の活用によって、住宅業界はデジタル化と環境対応の両面
で進化を遂げ、持続可能な住宅供給体制への転換を迫られることになるで
しょう。

ポイント
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